
別紙３(③)

社会福祉法人名　社会福祉法人　北海長正会

(単位:円)

法人本部
北広島リハビ
リセンター療

護部

のびのびファ
イン

障がい者生活
支援センター

みらい

障がい福祉
サービス事業
所みなみ

障がい児通所
支援事業所み

なみ

北広島リハビ
リセンター特
養部四恩園

北広島デイ
サービスセン
ター四恩園

デイホーム
さとみ

デイホーム
かたる

北広島市
緑陽小学校跡施設地域交流拠点負担金 1,800,000 1,800,000 1,800,000

北海道労働局
特定求職者雇用開発助成金 300,000 300,000 300,000

北広島市
北広島市市長選挙不在者投票経費 10,500 10,500 10,500

厚生労働省
医療提供体制確保支援補助金 450,000 450,000

独立行政法人高齢障害求職者雇用支援機構
障害者雇用調整金 648,000 648,000 108,000 108,000 216,000

北海道国民健康保険団体連合会
感染防止対策支援事業支援金 262,000 262,000 40,000 20,000 12,000 21,000 14,000 60,000 10,000 10,000 10,000

北海道
第49回衆議院議員選挙不在者投票経費 39,900 39,900 26,250 13,650

竹山町内会
街灯料助成金 102,181 102,181 58,244 1,839 40,872

厚生労働省
感染拡大防止継続支援補助金 140,000 140,000

北海道国民健康保険団体連合会
介護職員処遇改善支援補助金 2,658,000 2,658,000 1,020,000 12,000 124,000 74,000 438,000 132,000 46,000 98,000

6,410,581 0 6,410,581 0 1,908,000 1,552,494 33,839 12,000 145,000 88,000 779,022 142,000 56,000 108,000

6,410,581 0 6,410,581 0 1,908,000 1,552,494 33,839 12,000 145,000 88,000 779,022 142,000 56,000 108,000

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

(自)令和 3年 4月 1日(至)令和 4年 3月31日

補助金事業等収益明細書

合計

交付団体及び交付の目的
区
分

交付金額
補助金事業に
係る利用者
からの収益

交付金額等
合計

うち国庫補助
金等特別積立
金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳

そ
の
他
の
事
業

区分　　小計



別紙３(③)

社会福祉法人名　社会福祉法人　北海長正会

(単位:円)

ホームヘルプ
ＳＳ四恩園

北広島複合型
サービス四恩

園

北広島グルー
プホーム四恩

園

北広島リハビ
リセンター診

療部

北広島居宅介
護支援事業所

四恩園

北広島訪問看
護ステーショ
ン四恩園

北広島市みな
み高齢者支援
センター

サービス付き
高齢者向け住
宅しおん

北広島市
緑陽小学校跡施設地域交流拠点負担金 1,800,000 1,800,000

北海道労働局
特定求職者雇用開発助成金 300,000 300,000

北広島市
北広島市市長選挙不在者投票経費 10,500 10,500

厚生労働省
医療提供体制確保支援補助金 450,000 450,000 250,000 200,000

独立行政法人高齢障害求職者雇用支援機構
障害者雇用調整金 648,000 648,000 108,000 108,000

北海道国民健康保険団体連合会
感染防止対策支援事業支援金 262,000 262,000 20,000 10,000 15,000 10,000 10,000

北海道
第49回衆議院議員選挙不在者投票経費 39,900 39,900

竹山町内会
街灯料助成金 102,181 102,181 1,226

厚生労働省
感染拡大防止継続支援補助金 140,000 140,000 80,000 60,000

北海道国民健康保険団体連合会
介護職員処遇改善支援補助金 2,658,000 2,658,000 312,000 181,000 221,000

6,410,581 0 6,410,581 0 332,000 191,000 344,000 331,226 10,000 260,000 10,000 108,000 0 0

6,410,581 0 6,410,581 0 332,000 191,000 344,000 331,226 10,000 260,000 10,000 108,000 0 0

（注）１．「区分」欄には、介護保険事業の補助金事業収益の場合は「介護事業」、老人福祉事業の補助金事業収益の場合は「老人事業」、児童福祉事業の補助金事業収益の場合は「児童事業」、

　　　　　保育事業の補助金事業収益の場合は「保育事業」、障害福祉サービス等事業の補助金事業収益の場合は「障害事業」、生活保護事業の補助金事業収益の場合は「生活保護事業」、

　　　　　医療事業の補助金事業収益の場合は「医療事業」、○○事業の補助金事業収益の場合は「○○事業」、借入金利息補助金収益の場合は「利息」、施設整備等補助金収益の場合は「施設」、

　　　　　設備資金借入金元金償還補助金収益の場合は「償還」と補助金の種類がわかるように記入すること。

　　　　　　なお、運用上の留意事項（課長通知）別添３「勘定科目説明」において「利用者からの収益も含む」と記載されている場合のみ、「補助金事業に係る利用者からの収益」欄を記入するものとする。

　　　２．「交付金額等合計」の「区分小計」欄は事業活動計算書の勘定科目の金額と整合するものとする。

　　　　　また、「交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳」の「区分小計」欄は、拠点区分事業活動計算書の勘定科目の金額と一致するものとする。

(自)令和 3年 4月 1日(至)令和 4年 3月31日

補助金事業等収益明細書

交付団体及び交付の目的
区
分

交付金額
補助金事業に
係る利用者
からの収益

交付金額等
合計

そ
の
他
の
事
業

区分　　小計

合計

うち国庫補助
金等特別積立
金積立額

交付金額等合計の拠点区分ごとの内訳


